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地方債（借金）の状況は

■その他地方債とは
　災害復旧や義務教育施設整備などのための借り入れ。
　返済額の一部は普通交付税として国から町に交付される。
■臨時財政対策債とは
　国の財源不足を補うための地方の借り入れ。
　返済額の全額が普通交付税として国から町に交付される。
■過疎債とは
　過疎地域にあたる市町村限定で、発行が認められる借り入れ。
　返済額の約７割が普通交付税として国から町に交付され、残りの３割を町が負担する。

●地方債とは、町が会計年度を超えて行う借入れのことです。

その他地方債

臨時財政対策債

過疎債

（単位：万円）

（100万円未満は
　　　 端数調整） 

令和２年度に行った主な投資的事業（万円未満は端数調整）
・東根地区コミュニティセンター大規模改修 5550万円
・御影地区ため池整備事業負担金 2646万円
・町道安全対策 3593万円
・防火水槽新設等 1370万円

・公立学校情報通信ネットワーク整備 5447万円
・鮎貝小学校プール改修 3320万円
・蚕桑小学校屋根改修 3210万円
・郷土資料館整備 １億3955万円
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町税
12億29万円
10.9%

地方交付税
38億3383万円
34.9%

国庫支出金
26億6504万円
24.3%

その他
17億1224万円
15.6%

分担金及び使用料等
6528万円
0.6%

町債
７億7940万円

7.1%

県支出金
７億1962万円

6.6%

一般会計歳入
109億7570万円

町民税・固定資産税
軽自動車税・たばこ税
入湯税

議会運営・議員報酬など

特定の目的のために
国から補助されるお金

特定の目的のために
県から補助されるお金

各種料金・保育料
施設使用料など

寄付金・繰越金など

町の新たな借金

借金の返済

国に納める税金から
地方に分けられるお金

（万円未満は端数調整）

（万円未満は端数調整）

一般会計歳出
101億2004万円

総務費
26億7379万円
26.4%

民生費
20億6026万円
20.4%衛生費

７億2190万円
7.1%

労働費
2649万円
0.3%

農林水産業費
５億7991万円

5.7%

災害復旧費
３億5614万円

3.5%

教育費
９億94万円
8.9%消防費

４億343万円
4.0%

土木費
６億9560万円

6.9%

商工費
６億1673万円

6.1%

議会費
8851万円
0.9%

公債費
９億9633万円

9.8%

農林災害・道路
河川災害など

農業・畜産業・林業・
森林保全など

商業・工業・
観光・交流・
移住定住など

消防団・消防
施設・自主防
災など

道路・河川・
都市計画・
住宅・下水
道など

勤労者支援など

税務・戸籍管理・
情報処理・まちづ
くり推進・コミセ
ン・防災など

障がい者福祉・高齢
者福祉・子育て・福
祉医療など

保健活動・健康増進・母子保
健・環境保全・水道・病院など

学校・生涯学習・
芸術文化・図書
館・保健体育など
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区分・年度 令和２年度 令和元年度 平成30年度 説　　　　　明

財 政 力 指 数 0.293 0.292 0.288 高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い。

経常収支比率 89.2 88.9 89.2 低いほど独自の政策のために使えるお金が多い。

実質公債費比率 8.7 8.4 8.2 収入に対する負債返済の割合。

白鷹町の
財 政 力




